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県内金融経済概況  

（ 2021 年 8 月）  

 

１．概 況 

○  県内景気は、厳しい状況にあるなか、引き続き強い下押し圧力がみられている。 

○ 個人消費は、厳しい状況が続いている。観光は、厳しい状況にあるなか、引き続

き強い下押し圧力がみられている。公共投資は底堅く推移している。設備投資は下

げ止まりつつある。住宅投資は弱めの動きとなっている。 

この間、雇用・所得情勢は、ひと頃に比べて悪化している。 

消費者物価指数（除く生鮮食品）は、前年を上回っている。 

○ 目先の県内経済は、引き続き感染症の影響を受けるとみられる。 
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２．実体経済 

（最終需要動向） 

○ 個人消費は、厳しい状況が続いている。 

―― 6月の百貨店・スーパー売上高は、前年を下回った。6月のコンビニエンスス

トア売上高は、前年を下回った。6 月のドラッグストア売上高は、前年を上回

った。 

―― 6 月の自動車登録台数は、前年を上回った。 

―― 6月の家電売上高は、前年を下回った。 

○ 観光は、厳しい状況にあるなか、引き続き強い下押し圧力がみられている。 

―― 6月の入域観光客数は、前年を上回った。 

―― 6月の主要ホテルの客室稼働率は、前年を上回った。 

―― 7月の主要ホテルの客室稼働率（速報値）は、26.4％となった。 

○ 公共投資は底堅く推移している。設備投資は下げ止まりつつある。住宅投資は弱

めの動きとなっている。 

―― 6月の公共工事保証請負額は、前年を下回った。 

―― 短観の設備投資額（全産業ベース）は、20年度に前年比▲20.4％と減少した

のち、21年度は同＋28.5％と増加する見通しとなっている。また、沖縄総合事

務局財務部による法人企業景気予測調査（4～6月期調査）によれば、設備投資

額（全産業ベース）は、21年度に同＋17.0％と増加する見通しとなっている。 

―― 6月の着工建築物床面積（非居住用）は、前年を下回った。 

―― 6月の新設住宅着工戸数は、前年を下回った。 
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（雇  用） 

○ 雇用・所得情勢は、ひと頃に比べて悪化している。 

―― 6月の有効求人倍率は、前月を上回った。 

―― 5月の現金給与総額は、前年を下回った。 

（物  価） 

○ 6 月の消費者物価指数（除く生鮮食品）は、前年を上回った。 

（企業倒産） 

○ 7 月の企業倒産（負債総額 10百万円以上）は、件数、負債総額ともに前年を下回っ

た。 

 

３．金 融 

（預  金） 

○ 6 月の県内実質預金（末残ベース）は、個人預金および法人預金を中心に前年を上

回った。 

（貸  出） 

○ 6 月の県内貸出（末残ベース）は、法人向けを中心に前年を上回った。 

  この間、6月の地元 3行の貸出約定平均金利（総合＜ストックベース＞）は、前月

を下回った。 

 

以  上 

 

 

 

この「概況」は、概ね公表の前営業日までに入手可能な経済指標（特に明記がな

い場合、前々月分）や情報を用いて作成しています。引用・転載を行う場合は、出

所を明記してください。 

本件の照会先：日本銀行那覇支店総務課（098-869-0144） 

那覇支店ホームページ： http://www3.boj.or.jp/naha/ 
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（注1）B印以降とB印前の計数は不連続。コンビニ販売額は19/7月より調査先拡充。

（注2）B印以降とB印前の計数は不連続。主要ホテル客室稼働率は52ホテルを対象としており、うち那覇市内ホテル（那覇市内に所在するホテル）は21ホテル、

　   　リゾートホテル（那覇市外に所在する主として観光客向けのホテル）は31ホテル。20/1月分公表時に調査先の一部見直しを実施し、19/1月に遡って遡及

　   　訂正を実施。なお、公表後に改訂する場合がある（計数未入手の場合は、前年同月の計数で補完している）。

（注3）公共投資・設備投資・住宅投資関連指標の年間伸び率は年度ベース。
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販  売  額

百貨店・スーパー コ　ン　ビ　ニ ドラッグストア

　　 県　内　主　要　金　融　経　済　指　標　（１）

(p:速報値、r:改訂値、B:ブレイク)

個                         人                         消                         費

百貨店・スーパー・コンビニ・ドラッグストア　　販　売　額（注1） 自  動  車  登  録  台  数  家電大型専門店



(r:改訂値、B:ブレイク)

有 効 求 人 倍 率 常 用 労 働 者 数 所 定 外 現 金 給 与 総 額 完 全 失 業 率

労 働 時 間 前年比  ％

季調済 倍 前年比  ％ 前年比  ％ 前年比  ％ 季調済 ％ 除く生鮮食品

2018年   1.31  ＋0.5  ▲22.7  ▲3.8   3.42  ＋0.8

2019年   1.34 B＋2.9 B＋20.3 B＋2.3   2.68  ＋0.5

2020年   0.90 B▲0.1 B▲3.5 B＋2.1   3.32  ▲0.5

2020/4-6月   0.90  ▲0.2  ▲17.1  ＋2.1   3.35  ▲0.4

7-9月   0.76  ▲1.3  ▲1.7  ▲1.9   3.34  ▲0.8

10-12月   0.75  ▲1.1  ▲2.6  ＋4.5   3.54  ▲0.8

2021/1-3月   0.76 B＋0.1 B▲7.6 B▲4.0   4.00  ▲0.0

4-6月   0.83  n.a.  n.a.  n.a.   3.70  ＋0.0

2020/6月   0.81  ▲0.6  ▲8.1  ＋5.4   3.32  ▲0.4

7月   0.78  ▲1.0  ＋4.2  ▲7.1   3.36  ▲0.5

8月   0.76  ▲1.4  ▲8.6  ＋1.6   3.41  ▲1.0

9月   0.74  ▲1.6  ▲1.0  ＋1.5   3.34  ▲1.0

10月   0.74  ▲1.8  ▲1.0  ＋2.7   3.63  ▲0.6

11月   0.75  ▲1.4  ▲3.9  ▲0.3   3.25  ▲0.8

12月   0.74  ▲0.2  ▲2.9  ＋7.9   3.89  ▲0.8

2021/1月   0.77 B▲0.2 B▲11.8 B▲5.7   3.88  ▲0.2

2月   0.75  ▲0.4  ▲13.1  ▲5.3   3.68  ▲0.2

3月   0.76  ＋0.9  ＋3.0  ▲1.2   4.40  ＋0.1

4月   0.78  ＋1.7  ＋15.1  ▲1.3   3.89  ▲0.4

5月   0.83  ＋2.5  ＋26.6  ▲2.8   3.39    0.0

6月   0.88  n.a.  n.a.  n.a.   3.68  ＋0.4

預   貸   金　（注6） 貸  出  金  利　（注7）

件      数 負債総額 実 質 預 金 貸　出　金

(負債総額10百万円以上) （ 同  左 ）

　件 　　　　億円 前年比 ％ 前年比 ％ 月末水準 ％　(注8)

2018年 44 124.1 ＋3.7 ＋5.8 ▲0.053 1.506

2019年 50 57.1 ＋4.2 ＋4.8 ▲0.041 1.465

2020年 34 36.4 ＋11.1 ＋4.8 ▲0.066 1.399

2020/4-6月 3 5.2 ＋8.5 ＋4.6 ▲0.031 1.427

7-9月 12 11.2 ＋9.4 ＋4.8 ▲0.017 1.410

10-12月 9 5.3 ＋11.1 ＋4.8 ▲0.011 1.399

2021/1-3月 16 65.1 ＋12.0 ＋4.5 ▲0.013 1.386

4-6月 12 17.3 ＋6.4 ＋3.6 ▲0.015 1.371

2020/6月 1 4.9 ＋8.5 ＋4.6 ▲0.014 1.427 6月中の銀行券の動き （億円）

7月 5 8.6 ＋9.2 ＋5.0 ▲0.008 1.419 本    年 前    年

8月 2 1.8 ＋9.5 ＋5.1 ▲0.007 1.412 受    入 239 210

9月 5 0.8 ＋9.4 ＋4.8 ▲0.002 1.410 支    払 233 543

10月 6 3.6 ＋10.4 ＋5.0 ▲0.004 1.406 受 払 尻 （受超）6 （払超）333

11月 2 0.8 ＋10.5 ＋5.0 ▲0.002 1.404 出所：日本銀行那覇支店

12月 1 0.8 ＋11.1 ＋4.8 ▲0.005 1.399

2021/1月 5 3.1 ＋12.0 ＋4.7 ▲0.003 1.396 6月中の手形交換高等

2月 6 4.5 ＋12.1 ＋5.0 ▲0.007 1.389 本    年 前    年

3月 5 57.5 ＋12.0 ＋4.5 ▲0.003 1.386 枚  数（千枚）  13  16

4月 3 0.3 ＋10.9 ＋4.8 ▲0.001 1.385 金  額（億円） 256 300

5月 7 13.5 ＋8.9 ＋4.1 ▲0.011 1.374 不渡発生率(％) 0.000 0.000

6月 2 3.3 ＋6.4 ＋3.6 ▲0.003 1.371 出所：那覇手形交換所

7月 1 1.5  n.a.  n.a.  n.a.  n.a.

（注4） 有効求人倍率と完全失業率の20/12月以前の季節調整済数値は、新季節指数により改訂（21/3月）。

        有効求人倍率は「就業地別」ベース。

　　　  有効求人倍率と完全失業率の年平均は原計数（暦年ベース）。

　　　　常用労働者数と所定外労働時間、現金給与総額は事業所規模30人以上（15年＝100）。

        なお、19/1月分、20/1月分および21/1月分公表時に調査対象事業所の抽出替えを実施。B印以降とB印前の計数は不連続。

（注5） 消費者物価指数の四半期計数は3か月間の単純平均。

（注6） 預貸金は国内銀行の県内店舗（末残ベース）。定義は日本銀行調査統計局作成の「都道府県別預金・現金・貸出金」による。

　　　　実質預金とは預金から切手手形を控除したもの。

（注7） 地元3行貸出約定平均金利は県内に本店を有する地方銀行・第2地方銀行の全店舗（県外店舗を含む）の集計値（総合・ストックベース）。

（注8） 年間は年末水準、四半期は四半期末水準。

企    業    倒    産

地元3行貸出約定平均金利
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